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表紙(4C)*電子提供措置用*

第27回

定時株主総会
招集ご通知

株式会社 エフオン
証券コード：9514

　

■ 日  時

2023年９月26日（火曜日）
午前10時（午前９時30分開場）
■ 場  所
東京都中央区京橋三丁目１番１号
東京コンベンションホール
(東京スクエアガーデン ５階）
◉末尾の会場ご案内図をご参照ください。

■ 目  次
第27回定時株主総会招集ご通知 ………… 2
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第１号議案 取締役９名選任の件
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件
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計算書類 ……………………………………… 39
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株主の皆様へ(4C)

株式会社エフオン
代表取締役社長 島﨑　知格

株主の皆様へ

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　第27回定時株主総会招集ご通知をご高覧いただくにあたりまして、ご挨拶申しあげます。

　私たちエフオングループは、森林資源の有効活用を目的として、森林経営・林業・発電・素材開発等を
通じて、持続可能な社会の実現に向けて事業を展開しております。
2023年６月期におきましては、依然として燃料価格の高騰がコスト上昇の要因となっておりますが、

新宮発電所の稼働が業績に寄与し、前期と比較して収益面は改善いたしました。また、山林事業の伐採施
業の拡大に注力しており、グループ発電所への燃料供給に貢献しております。

　株主の皆様におかれましては、より一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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招集ご通知

証券コード　9514
2023年９月５日

株　主　各　位
東京都千代田区丸の内一丁目９番２号
株 式 会 社 エ フ オ ン

代表取締役社長 島 﨑 知 格

【当社ウェブサイト】
https://www.ef-on.co.jp/ir/library/meeting/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第27回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第27回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供
措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイ
トにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「ＩＲライブラリー」「株主総会関連資
料」を順に選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「エフオン」又は「コード」に当社証
券コード「9514」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にあ
る「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使することができま
すので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2023年９月25日（月曜日）午後５時までに議決権を
行使してくださいますようお願い申しあげます。
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招集ご通知

■1 日　　時 2023年９月26日（火曜日）午前10時 （午前９時30分開場）
■2 場　　所 東京都中央区京橋三丁目１番１号 東京スクエアガーデン ５階

東京コンベンションホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

■3 株主総会の目的である
事項

報告事項 1. 第27期（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結
果報告の件

2. 第27期（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）
計算書類報告の件

決議事項 第１号議案 取締役９名選任の件
第２号議案　監査役２名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件

■4 その他議決権の行使に
関する事項

代理人による議決権の行使につきましては、議決権を有する他の株主様１名を代理人として、そ
の議決権を行使することとさせていただきます。

［インターネットによる議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、本招集ご通知と
あわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用の上、画
面の案内にしたがって、議案に対する賛否を前記の行使期限までにご入力ください。
　インターネットによる議決権行使に際しましては、「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確認く
ださいますようお願い申しあげます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、前記の行使期限までに到着するようご返送くださ
い。

敬具
記

以　上
１. 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
２. 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いた

します。
３. 本株主総会において、書面交付請求の有無に関わらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りしておりますが、当該書面は法令

及び当社定款第13条の規定に基づき、次に揚げる事項を除いております。
なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりま
せん。

１．連結計算書類の「連結注記表」
２．計算書類の「個別注記表」

したがいまして、当該書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際
して監査をした対象書類の一部であります。

４. ご返送いただいた議決権行使書において、各議案につき賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示があったものとして取り扱います。
５. 会場には株主様のみがご入場できます。控え室のご準備はございませんのでご注意ください。
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インターネットによる議決権行使のご案内

議決権行使のご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席する方法

書面（郵送）により
議決権を行使する方法

インターネットにより
議決権を行使する方法

当日ご出席の際は、お手数ながら、
本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙を会場受付へご提
出ください。

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙に各議案に対する
賛否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

次頁の案内に従って、議案に対する
賛否をご入力ください。

株主総会開催日時 行使期限 行使期限

2023年９月26日（火曜日）
午前10時

2023年９月25日（月曜日）
午後５時到着分まで

2023年９月25日（月曜日）
午後５時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第1、2号議案
⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

⃝ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第3号議案
⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

書面による方法とインターネットによる方法の双方で議決権を行使された場合は、後に到達したものを有効といたしますが、同一の日に到達し
た場合は、インターネットによる議決権行使を有効なものといたします。また、インターネットによる方法により、複数回、議決権を行使され
た場合は、最後の議決権行使を有効なものといたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　午前9時～午後9時）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などがご不明な場合は、
右記にお問い合わせください。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙右下に記載のスマートフォン用議決権行使
ウェブサイトログインQRコードを読取ってください。

1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

見 本
見 本

－ 5 －
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取締役選任議案

第１号議案 取締役９名選任の件

候補者
番号 氏名 現在の当社における地位

1 島﨑知格 再任
　

代表取締役社長

2 長澤睦 再任
　

専務取締役

3 小池久士 再任
　

常務取締役

4 藤井康太朗 再任
　

取締役

5 須藤博 再任
　

取締役

6 松尾康行 再任
　

取締役

７ 皆川則雄 再任 社外 独立
　

社外取締役

８ 佐古麻衣子 再任 社外 独立
　

社外取締役

９ 永田ゆかり 新任 社外 独立
　

－

株主総会参考書類

　本総会の終結の時をもって、取締役８名全員が任期満了となりますので、改めて取締役９名の選任をお願いす
るものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 6 －
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取締役選任議案

企業経営 財務・会計・
ﾌｧｲﾅﾝｽ

コンプライアンス・
リスクマネジメント

長期展望・
戦略思考

サステナビリティ
経営思考

当社事業
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

人材
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

島 﨑 知 格 〇 〇 〇 〇 〇 〇

長 澤 睦 〇 〇 〇 〇 〇 〇

小 池 久 士 〇 〇 〇 〇 〇 〇

藤井康太朗 〇 〇 〇 〇 〇 〇

須 藤 博 〇 〇 〇 〇

松 尾 康 行 〇 〇 〇 〇

皆 川 則 雄 〇 〇 〇 〇 〇

佐古麻衣子 〇 〇 〇 〇

永田ゆかり 〇 〇 〇 〇

＜参考＞取締役候補者の専門性と経験（スキルマトリックス）
※各候補者が有するすべての専門性と経験を表すものではありません。

－ 7 －
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取締役選任議案

１
再任

候補者
番　号

　 24,000 株

しま

島
 

 
 

 
ざき

﨑
 

 
 

 
とも

知
 

 
 

 
ただ

格
(1962年８月27日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    2002年    9 月 三菱証券株式会社　部長代理
    2005年    6 月 当社経営企画部配属
    2006年    9 月 当社取締役
    2008年    5 月 当社代表取締役社長（現任）

【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、代表取締役として、経営全般統轄の任務を通じ、豊富な経験・
実績を有しており、事業経営に精通していることから、引き続きその豊富な経験や知見を、当社の経
営に活かしていくことが期待できるものと判断したためであります。

２
再任

候補者
番　号

　 0 株

なが

長
 

 
 

 
さわ

澤
 

 
 

 　
 

 
 

 
まこと

睦
(1969年１月９日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

    1992年    4 月 大成設備株式会社入社
    2011年    10月 当社技術統括部配属
    2013年    5 月 当社技術総括部長
    2015年    9 月 当社取締役　技術統括部長
    2016年    10月 当社取締役　事業部門管掌兼技術統括部長兼環境エネルギー部

長
    2019年    9 月 当社執行役員　事業部門管掌兼技術統括部長兼環境エネルギー

部長
    2020年    9 月 当社常務取締役　技術統括部長兼環境エネルギー部長
    2021年    9 月 当社専務取締役　技術統括部長兼環境エネルギー部長（現任）

【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、当社の事業基盤である発電所の開発業務に豊富な経験・実績を
有しており、その職務経験や知見を、当社の経営に活かしていくことが期待できるものと判断したた
めであります。

３
再任

候補者
番　号

　 51,000 株

こ

小
 

 
 

 
いけ

池
 

 
 

 
ひさ

久
 

 
 

 
ひと

士
(1961年５月18日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    2003年    5 月 株式会社共立メンテナンス

管理本部グループ経営部副部長兼ＫＭＧ経理センター室長
    2006年    10月 当社経理部長
    2009年    9 月 当社取締役　財務経理部長
    2011年    3 月 当社取締役　管理本部長
    2011年    9 月 当社常務取締役　管理本部長
    2013年    10月 当社常務取締役　管理部門管掌（現任）

【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、取締役として、当社管理部門において豊富な経験・実績を有し
ており、引き続きその職務経験や知見を、当社の経営に活かしていくことが期待できるものと判断し
たためであります。

－ 8 －
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４
再任

候補者
番　号

　 4,800 株

ふじ

藤
い

井
 

　
こう

康
た

太
ろう

朗
(1964年３月26日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

    1997年    4 月 コパル電子株式会社　営業本部南関東マネージャー
    2005年    4 月 当社電力ビジネス事業部長
    2007年    4 月 当社ＥＳＣＯ事業部門長
    2007年    10月 株式会社ヴェリア・ラボラトリーズ　常務取締役
    2013年    9 月 同社取締役副社長
    2016年    5 月 当社技術統括部配属

株式会社エフバイオス出向　豊後大野事業所長
    2016年    9 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　豊後大野事業所長
    2017年    7 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　日田事業所長
    2019年    9 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　執行役員

壬生発電所準備室室長
    2020年    1 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　執行役員　壬生事業所長
    2020年    6 月 当社取締役　電力企画部長
    2020年    7 月 当社取締役　電力事業部長
    2022年    6 月 当社取締役　電力事業部長兼サステナビリティ推進準備室長
    2022年    12月 当社取締役　電力事業部長（現任）

【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、省エネルギー事業や電力事業に精通しており、同分野において
豊富な経験・実績を有していることから、引き続きその職務経験や知見を、当社の経営に活かしてい
くことが期待できるものと判断したためであります。

５
再任

候補者
番　号

　 0 株

す
須

とう
藤

 

　
ひろし
博

(1974年８月26日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

    2013年    9 月 協和木材株式会社　山林部副部長
    2016年    11月 同社東京営業所副所長
    2017年    9 月 株式会社エフバイオス入社
    2017年    10月 同社山林部林業課　課長代理
    2019年    10月 同社山林事業部長
    2020年    7 月 同社執行役員　山林事業部長
    2021年    9 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　執行役員　山林事業部長

（現任）
【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、山林事業に精通しており、当社の連結子会社である株式会社エ
フバイオスの執行役員及び山林事業部長として豊富な経験・実績を有していることから、職務経験や
知見を、当社の経営に活かしていくことが期待できるものと判断したためであります。

－ 9 －
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取締役選任議案

６
再任

候補者
番　号

　 1500 株

まつ

松
 

 
 

 
お

尾
 

 
 

 
やす

康
 

 
 

 
ゆき

行
(1975年10月9日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

    1994年    4 月 第一電路工業株式会社
    2006年    6 月 株式会社エフバイオス入社
    2011年    10月 同社日田事業所 設備グループ課長
    2016年    4 月 同社豊後大野事業所 設備グループ課長
    2019年    9 月 同社日田事業所長代行
    2020年    10月 同社日田事業所長
    2022年    9 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　日田事業所長
    2023年    2 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　執行役員　新宮事業所長

（現任）
【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、当社の連結子会社である発電事業所長として豊富な経験・実績
を有しており、その職務経験や知見を、当社の経営に活かしていくことが期待できるものと判断した
ためであります。

７
再任

社外

独立

候補者
番　号

　

0 株

みな

皆
 

 
 

 
がわ

川
 

 
 

 
のり

則
 

 
 

 
お

雄
(1949年６月１日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    1998年    7 月 日商岩井株式会社　東京本社ＡＬＭ管理室副室長
    2002年    10月 株式会社ダイアナ　取締役管理本部長兼財務部長
    2010年    1 月 フジ日本精糖株式会社　監査室長
    2010年    6 月 ユニテックフーズ株式会社　監査役
    2013年    9 月 当社常勤社外監査役
    2018年    9 月 当社社外取締役（現任）
    2020年    2 月 医療法人社団玲和会　理事（現任）

【選任理由及び期待される役割の概要】
　同氏を社外取締役候補者とした理由は、長年にわたり財務、経理業務に携わられ、財務及び会計に
関する相当程度の知見と企業経営に関する豊富な知識と経験を有していることや、これまで当社の社
外監査役としての経験があり、引き続き社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと
判断したためであります。

－ 10 －
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取締役選任議案

８
再任

社外

独立

候補者
番　号

　

0 株

さ

佐
こ

古
 

　
ま

麻
い

衣
こ

子
(1980年11月21日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    2008年    12月 弁護士登録
    2009年    1 月 霞が関法律会計事務所　入所
    2013年    10月 霞が関法律会計事務所　ジュニアパートナー
    2015年    3 月 桜田通り総合法律事務所　ジュニアパートナー
    2018年    9 月 当社社外取締役（現任）
    2020年    2 月 桜田通り総合法律事務所　パートナー（現任）

【選任理由及び期待される役割の概要】
　同氏を社外取締役候補者とした理由は、社外役員となる以外の方法で直接会社経営に関与した経験
はありませんが、企業法務に関する弁護士としての経験と専門知識を有しており、法律専門家として
の客観的立場から引き続き社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断したため
であります。

９
新任

社外

独立

候補者
番　号

　

0 株

なが

永
た

田
 

　
ゆ

ゆ
か

か
り

り
(1981年6月23日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    2006年    9 月 アクセンチュア株式会社　入社
    2015年    11月 楽天株式会社　入社
    2017年    10月 KPMGコンサルティング株式会社　入社
    2019年    2 月 データビズラボ株式会社　代表取締役（現任）
    2022年    9 月 株式会社アドベンチャー　社外取締役（現任）

【重要な兼職の状況】
データビズラボ株式会社　代表取締役
株式会社アドベンチャー　社外取締役

【選任理由及び期待される役割の概要】
　同氏を社外取締役候補者とした理由は、データ分析及びデータの視覚化コンサルティングとして豊
富な経験及び企業経営に関する知見を有しております。これらの経験や知見を活かし、当社の事業方
針の決定等に十分な役割を果たすことが出来るものと判断したためであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 皆川則雄氏、佐古麻衣子氏及び永田ゆかり氏は、社外取締役候補者であります。
３. 当社は皆川則雄氏、佐古麻衣子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。再任が承認された場合引き続き独立役員とする予定であります。また、永田ゆかり氏につき
ましても独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

４. 皆川則雄氏、佐古麻衣子氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総
会の終結の時をもって5年となります。

５. 皆川則雄氏、佐古麻衣子氏及び永田ゆかり氏の選任が承認された場合、当社は皆川則雄氏、佐古麻衣子氏と
会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を継続し、永田
ゆかり氏とは当該契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第
425条第１項に定める最低責任限度額であります。

６. 当社は、取締役及び監査役の全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保
険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき
行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠
償金や訴訟費用等が填補されることとなります。各候補者が選任され就任した場合は、当該保険契約の被保
険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

－ 11 －
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監査役選任議案

第２号議案 監査役２名選任の件

１
再任

社外

独立

候補者
番　号

　

0 株

し

清
 

 
 

 
みず

水
 

 
 

 
とし

敏
 

 
 

 
お

生
(1952年９月27日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位並びに重要な兼職の状況
    1996年    6 月 物産機械情報サービス株式会社　取締役
    2001年    4 月 日本ビジテック株式会社　代表取締役社長
    2001年    11月 国稀酒造株式会社　非常勤監査役（現任）
    2002年    12月 株式会社キャリアネットワーク　代表取締役社長
    2006年    4 月 法政大学情報科学部兼任講師
    2008年    3 月 株式会社クニマレコンフォートプラス　非常勤監査役（現任）
    2011年    9 月 当社社外監査役（現任）
    2022年    5 月 一般社団法人ＭＲＡハウス　理事（現任）

【選任理由】
　同氏を社外監査役候補者とした理由は、これまでの職責を通じて、経営管理分野での幅広い知見を有
し、また監査役の職務経験も豊富であることから、社外監査役としての職務を適切に遂行していただける
と判断したためであります。

２
再任

社外

独立

候補者
番　号

　

0 株

もち

望
 

 
 

 
づき

月
 

 
 

 
ひで

英
 

 
 

 
ひと

仁
(1960年10月２日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位並びに重要な兼職の状況
    1986年    10月 太田昭和監査法人　入所
    1990年    7 月 株式会社武藤マーケティング研究室　監査役（現任）
    1990年    9 月 望月税理士事務所　所長（現任）
    1991年    7 月 望月公認会計士事務所　所長（現任）
    1998年    5 月 株式会社ガレージフィルム　監査役（現任）
    2016年    2 月 一般社団法人ＷＩＴＨ ＡＬＳ　理事（現任）
    2018年    11月 医療法人鹿島会　理事（現任）
    2019年    9 月 当社社外監査役（現任）

【重要な兼職の状況】
望月税理士事務所　所長
望月公認会計士事務所　所長

【選任理由】
　同氏を社外監査役候補者とした理由は、税理士・公認会計士として企業税務に精通しており、会計、税
務に関する相当程度の知見を有しており公正中立的な立場から取締役の監視とともに、提言・助言をいた
だけると判断したためであります。

　本総会の終結の時をもって、監査役清水敏生氏及び望月英仁氏が任期満了となりますので、改めて監査役２名の選任
をお願いするものであります。なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 清水敏生氏及び望月英仁氏は、社外監査役候補者であります。
３. 清水敏生氏は、現在当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在籍期間は、本総会の終結時をも

って12年となります。望月英仁氏は、現在当社の社外監査役でありますが、本総会の終結の時をもって４
年となります。

４. 当社は清水敏生氏、望月英仁氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出
ており、再任が承認された場合引き続き独立役員とする予定であります。

－ 12 －
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５. 清水敏生氏、望月英仁氏は、当社との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損
害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425
条第１項に定める最低責任限度額といたします。再任が承認された場合当該契約を継続する予定でありま
す。

６．当社は、取締役及び監査役の全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保
険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき
行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠
償金や訴訟費用等が填補されることとなります。各候補者が選任され就任した場合は、当該保険契約の被保
険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

－ 13 －
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補欠監査役選任議案

第３号議案 補欠監査役１名選任の件

　

0 株

まき

牧
 

 
 

 
うら

浦
 

 
 

 
しゅう

秀
 

 
 

 
じ

治
(1955年4月3日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位並びに重要な兼職の状況
    1980年    4 月 三菱重工業株式会社　入社
    2013年    10月 ＭＨＩプラントエンジニアリング株式会社（現　三菱重工パ

ワーインダストリー株式会社）取締役副社長執行役員
    2015年    4 月 三菱日立パワーシステムズエンジニアリング株式会社（現　

三菱重工パワーインダストリー株式会社）　取締役社長
    2016年    4 月 三菱日立パワーシステムズインダストリー株式会社（現　三

菱重工パワーインダストリー株式会社）　取締役社長
    2022年    1 月 三菱重工パワーインダストリー株式会社　顧問（現任）

【選任理由】
　同氏を補欠監査役候補者とした理由は、永年にわたる大手重工業メーカーの部門責任者および事業
経営者としての経験と当社の事業基盤である発電事業に係る技術的知見を有しておられることから、
社外監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断したためであります。

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項の規定に基づき、あらかじめ
補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。補欠監査役の就任順序は本候補者を第１順位と致したく存
じます。
　また、本選につきましては、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議によりその選任の効力を
取り消すことができるものといたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 候補者は、補欠の社外監査役候補者であります。
３. 候補者が社外監査役に就任した場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害
賠償責任の限度額は、会社法第425条第1項に定める額といたします。

４. 候補者は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が社外監査役に就任
した場合、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

５．当社は、取締役及び監査役の全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保
険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき
行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠
償金や訴訟費用等が填補されることとなります。候補者が選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険
者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

以　上
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事業の経過及び成果

事業報告 （自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

１ 企業集団の現況に関する事項
（１）事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの新規感染者の発生割合が減少に転
じ、それまで抑制的であったイベント参加や飲食、旅行等の消費活動が活性化いたしました。一方、
ロシアによるウクライナ侵攻は依然として解決の方向が見えず、エネルギー価格の上昇や為替相場の
下落から様々な物品やサービスの値上がりが継続しております。
　当業界においては、昨年末まで日本卸電力取引市場の取引単価が一定の水準で高止まっておりまし
たが、年明けには低下に転じ春先から比較的低い水準で推移いたしました。その反面、大手電力会社
（旧一般電気事業者）の電力製造コストは昨年、燃料コストの上昇や円安の影響で上昇し産業用の電
力について大手電力会社の電力供給契約が相次いで市場連動型に移行いたしました。また、４月より
託送料金の改定が実施されたことで消費者の負担増加を招いたほか、一般消費者の電力料金について
も値上げ要請を大手電力会社の多くが申請し、値上げ幅等の見直しを迫られたものの６月から実施す
ることとなりました。政府はこうした電力価格の値上げを緩和する施策として、これらに先行して２
月より電気・ガス価格激変緩和対策事業をスタートさせ消費者の負担を一部肩代わりする施策を実施
しております。
　このような状況のもと、当社の省エネルギー支援サービス事業に関しては、既存プロジェクトがプ
ロジェクト開始から相当の期間が経過し満期終了となることで、これに係る売上高は減少しておりま
す。一部のプロジェクトでは、引き続き設備のメンテナンス実施や省エネルギーのノウハウを活かし
た改修を実施する等、業容維持に努めておりますが、当連結会計年度では設備保全費用が増加し減収
減益となりました。
　グリーンエナジー事業における発電事業においては、エフオン新宮発電所が８月より本格稼働に移
行し全体としての送電量は前年を大きく上回る実績となりました。第２四半期連結会計期間にエフオ
ン白河、エフオン日田、第３四半期連結会計期間にエフオン壬生、第４四半期連結会計期間にエフオ
ン豊後大野、エフオン新宮発電所が、それぞれ定期自主検査を実施したほかは、大きなトラブルはな
く堅調に推移いたしました。エフオン新宮発電所の稼働が連結業績に貢献し前年と比較した業績は増
収増益となりました。また、エフオン白河発電所は、１月よりＦＩＰ制度（フィードインプレミアム
（Feed-in Premium））に移行しております。ＦＩＰ制度下の業績は従前のＦＩＴ制度下の想定収益
を上回る結果となりました。これらの発電事業の業績を支える当社グループの山林事業では、積極的
な伐採施業を推進しグループ発電所への未利用木材の供給に貢献しているほか、外部販売にも注力し
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事業の経過及び成果

収益改善に努めております。
　その他のセグメントにおける電力小売事業は、市場連動型の電力供給契約の獲得に注力し一定の成
果をあげることができました。グループ発電所の発電する電力をトレーサビリティ付の非化石証書と
合わせたグリーン電力として、二酸化炭素排出係数の極めて低い電力を顧客へ販売しております。営
業利益ベースでは前年と比較して改善傾向にあり、引続き当社グループ発電所が作る二酸化炭素フリ
ーの再生可能エネルギー電気の販売を通じて社会貢献を果たしてまいります。
　営業外収益に係る実績は、エフオン新宮発電所の稼働遅延に対する遅延損害金の受取額を営業外収
益に計上しております。
　これらの結果、当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高16,949百万円（前期比27.8％
増）、営業利益1,397百万円（前期比7.5％増）、経常利益1,286百万円（前期比9.6％増）、親会社
株主に帰属する当期純利益は824百万円（前期比7.7％減）となりました。

（省エネルギー支援サービス事業）
　当連結会計年度においては、省エネルギー支援サービス契約の満期終了により既存プロジェクトに
係る売上高は前年と比較して減少しております。エネルギー供給型の契約に代わり設備保守等のメン
テナンス分野で新たにプロジェクト維持に係る契約がスタートしております。当連結会計年度では実
施したメンテナンス費用により業績が落ち込んだものの、プロジェクト自体は堅調に推移しており一
定の利益水準を維持してまいります。なお、セグメント間の内部売上高はグループ内発電所建設に係
るもので、完工により対前年では大幅に減少しております。
　当連結会計年度の本事業セグメントの業績は、売上高では429百万円（前期比84.0％減）、セグメ
ント損失は26百万円（前年15百万円の利益）となりました。

（グリーンエナジー事業）
　当連結会計年度におけるグリーンエナジー事業は、エフオン日田発電所において第１四半期にボイ
ラー補機にトラブルが発生し約１．５日の計画外停止を実施いたしました。このほかは、落雷による
ものや送電線工事により一時送電量を停止或いは低下させる事態が発生いたしましたが、各発電所は
概ね順調に稼働することができました。当連結会計年度の上期よりエフオン新宮発電所が稼働したこ
とにより電力売上高は過去最高額となりました。一方、原価に関して木材市場の高騰から間伐材等の
木質チップ燃料は、流通量が低下し購入価格を押し上げたことや比較的水分量の多い燃料が多く発電
所の燃料消費量を増加させる要因となりました。また、軽油やガソリンの価格上昇が物流コストを押
し上げ、山林事業の外部委託費等のほか発電所運営に関連する費用の増加につながったことや、新宮
発電所稼働準備に係る人員増加に伴う人件費、旅費、採用教育費が大幅に増加したこと、山林事業の
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事 業 区 別 連 結 売 上 高 連 結 営 業 利 益

省エネルギー支援サービス事業 202 △26

グ リ ー ン エ ナ ジ ー 事 業 15,705 1,606

そ の 他 事 業 1,040 △39

全　　 社　　 （共　 　通） － △143

合　　　計 16,949 1,397

施業に係る大型設備の減価償却費が負担となりました。新しく稼働を開始したエフオン新宮発電所で
使用する木質チップやチップ加工センターで加工する原木は、多くを船便で調達したことで諸掛費用
が相当程度発生したほか、稼働前に貯蔵していた燃料置き場の賃借料や燃料置き場からの横持運賃等
が収益を圧迫することとなりました。流通量の低下や低品質の原料といった木材市場の影響を低減さ
せるため当連結会計年度では、当社グループの山林事業が伐採木を一定程度供給することで各発電所
の未利用木質燃料の調達に貢献しております。これらの結果、本事業セグメントの売上高は増加した
ものの、利益は減少する結果となりました
　当連結会計年度の本事業セグメントの業績は、売上高で16,535百万円（前期比27.7％増）、セグ
メント利益1,606百万円（前期比6.4％減）となりました。

※ＦＩＰ制度（フィードインプレミアム（Feed-in Premium））
　再生可能エネルギー電気の導入促進を図るため2012年に施行されたＦＩＴ制度（固定価
格買取制度　Feed-in Tariff）が電力市場とは切り離されていることから、電力の需要と供
給のバランスにより価格が決まる電力市場の価格と連動した発電を促す制度として2022年
4月に開始された制度。再生可能エネルギー発電事業者に対し市場価格とＦＩＴ価格との差
額を一定の条件のもとプレミアム（補助額）として支給するもの。

　各事業セグメントにおける外部取引に係る業績は下記のとおりです。
（単位：百万円）
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設備投資等の状況、対処すべき課題

グ リ ー ン エ ナ ジ ー 事 業 ㈱エフオン新宮 木質バイオマス発電所設備

該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。

省エネルギー支援サービス事業 ㈱エフオン オンサイト自家発電設備の売却

（２）設備投資等の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は1,311百万円
で、その主なものは次のとおりであります。
イ. 当連結会計年度中に完成した主要設備

ロ. 当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

ハ. 当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

（３）対処すべき課題

　当社グループの主力事業であるグリーンエナジー事業では、新設発電所を合わせ５基となる木質バ
イオマス発電所の安定稼働に努めるとともに、事業収益の向上を目指し高稼働率の維持、スケールメ
リットを活かした保全の実施を継続してまいります。また、山林事業では、新たな施業地の獲得や人
員の確保、教育に注力するとともに、各発電所に付帯するチップ加工センターの生産量の向上のほ
か、発電所の運営に連携して原木貯蔵時の含有水分量の低減に挑戦してまいります。このため、これ
らを担う専門的な人員の確保、教育、業務の実践を継続することが重要な経営課題であると考えてお
ります。
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財産及び損益の状況の推移

期　別
区　分

第24期
(2020年６月期)

第25期
(2021年６月期)

第26期
(2022年６月期)

第27期
(当連結会計年度)
(2023年６月期)

売 上 高 12,218 13,144 13,258 16,949

経 常 利 益 2,826 2,397 1,174 1,286

親会社株主に帰属する当期純利益 1,757 1,673 893 824

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 81円22銭 77円35銭 41円46銭 38円36銭

純 資 産 15,434 16,924 17,539 18,190

総 資 産 39,847 45,603 47,241 45,718

12,218

第24期

13,144

第25期

13,258

第26期

16,949

第27期

（単位：百万円）

■ 売上高

2,826

第24期

2,397

第25期

1,174

第26期

1,286

第27期

（単位：百万円）

■ 経常利益

1,757

第24期

1,673

第25期

893

第26期

824

第27期

81.22 77.35
41.46 38.36

（単位：百万円） （単位：円）

■ 親会社株主に帰属
　する当期純利益

１株当たり
当期純利益

15,434

第24期

16,924

第25期

17,539

第26期

18,190

第27期

（単位：百万円）

■ 純資産

39,847

第24期

45,603

第25期

47,241

第26期

45,718

第27期

（単位：百万円）

■ 総資産

（４）財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円）

（注）１.第26期より「株式交付信託」を導入しており、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算におい
て控除する自己株式に「株式交付信託」が保有する株式を含めております。

2.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第26期の期首から適用しており、
当該連結会計年度以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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重要な子会社の状況、主要な事業内容

会 社 名 資　本　金 議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 エ フ オ ン 日 田 495百万円 100.00％ 木質バイオマス発電事業

株 式 会 社 エ フ オ ン 白 河 441百万円 100.00％ 木質バイオマス発電事業

株 式 会 社 エ フ オ ン 豊 後 大 野 450百万円 100.00％ 木質バイオマス発電事業

株 式 会 社 エ フ オ ン 壬 生 1百万円 100.00％ 木質バイオマス発電事業

株 式 会 社 エ フ オ ン 新 宮 1百万円 100.00％ 木質バイオマス発電事業

株 式 会 社 エ フ バ イ オ ス 10百万円 100.00％ バイオマス燃料販売、
発電所運営受託事業

ソ レ イ ユ 日 田 株 式 会 社 10百万円 100.00％ 太陽光発電所用地賃貸事業

（５）重要な子会社の状況

（６）主要な事業内容（2023年６月30日現在）
①省エネルギー支援サービス事業

　省エネルギー支援サービス事業とは、企業等の顧客設備の省エネルギー及び再生可能エネルギー
の導入を支援するサービスです。顧客企業のエネルギー使用実態を調べ、省エネルギーの診断を行
うとともに、診断結果に基づいて、実際の省エネルギー対策設備及びシステムの設計や施工、その
後の運用までを一貫して行います。また、総合エネルギーマネジメントとして、顧客企業のエネル
ギー使用状況の把握、削減計画の策定、運用・設備改善の実施、削減状況の測定といったサービス
のほか、再生可能エネルギーの導入支援、二酸化炭素の管理・削減のコンサルティング等のサービ
スを提供しております。
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重要な子会社の状況、主要な事業内容

②グリーンエナジー事業
　グリーンエナジー事業は、再生可能な自然エネルギーを電力に転換する事業です。二酸化炭素の
排出削減等の社会的な環境改善ニーズに対応し、再生可能エネルギーの中で特に木質バイオマス
（注１）をエネルギー源とした環境価値の高い発電所の開発、建設及び運営を行います。当社グル
ープでは、現在、ＦＩＴの設備認定を受けたエフオン日田、エフオン豊後大野、エフオン壬生、エ
フオン新宮の木質バイオマス発電所が稼働しております。なお、2023年１月よりエフオン白河が
ＦＩＰ制度（フィードインプレミアム（Feed-in Premium））（注２）に移行しております。木
質バイオマス発電所の運営及び木質バイオマス燃料供給に関しては、その専門会社としてエフバイ
オスが当たり、廃木質材や森林資源の有効活用を通じてグリーンエナジー事業の中核を担っており
ます。
（注１）木質バイオマス
バイオマスとは、生物資源（ｂｉｏ）の量的（ｍａｓｓ）を表す概念で「再生可能な、生物由来の有機
性資源で化石資源を除いたもの」とされています。
木質バイオマスは、樹木に由来する有機物であって、エネルギー源として利用できるものをいいます。
当社グループが手掛ける新エネルギーによる発電事業は、製材所や木工加工メーカー等から排出される
廃材や、建築解体現場から排出される建築廃材等を、選別、破砕した木質チップを発電用燃料とするも
のです。バイオマス資源は、植物が光合成によって空気中の二酸化炭素を取り込んで成長するため、バ
イオマスの燃焼により放出される二酸化炭素は、地球規模において二酸化炭素のバランスを崩さない
「カーボン・ニュートラル」であるとされています。また、バイオマス資源は、石油などの化石燃料と
は違い、適正な管理を行えば半永久的に枯渇することなく利用可能な「再生可能資源」として注目され
ています。
（注２）ＦＩＰ制度（フィードインプレミアム（Feed-in Premium））
再生可能エネルギー電気の導入促進を図るため2012年に施行されたＦＩＴ制度（固定価格買取制
度　Feed-in Tariff）が電力市場とは切り離されていることから、電力の需要と供給のバランスに
より価格が決まる電力市場の価格と連動した発電を促す制度として2022年４月に開始された制
度。再生可能エネルギー発電事業者に対し市場価格とＦＩＴ価格との差額を一定の条件のもとプレ
ミアム（補助額）として支給するもの。
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主要な営業所及び工場

当 社 本　　　社：東京都千代田区丸の内一丁目９番２号

子 会 社

㈱エフオン日田 ：大分県日田市

㈱エフオン白河 ：福島県白河市

㈱エフオン豊後大野 ：大分県豊後大野市

㈱エフオン壬生 ：栃木県下都賀郡

㈱エフオン新宮 ：和歌山県新宮市

㈱エフバイオス ：東京都千代田区

ソレイユ日田㈱ ：大分県日田市

（７）主要な営業所及び工場（2023年６月30日現在）
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

省エネルギー支援サービス事業 2名 1名減

グ リ ー ン エ ナ ジ ー 事 業 242名 2名増

そ の 他 事 業 7名 3名増

全 　 　  社 　  　 （ 共 　  　 通 ） 16名 2名増

合　　計 267名 6名増

（８）使用人の状況（2023年６月30日現在）
企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業員数であり、臨時従業員（パートタイマー、嘱託、顧問及び派遣社員）は含んでおり
ません。

借 入 先 借入金残高（単位：百万円）

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 5,923

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 5,656

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 4,619

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,842

株 式 会 社 横 浜 銀 行 2,275

（９）主要な借入先の状況（2023年６月30日現在）

（10）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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会社の株式に関する事項

２ 会社の株式に関する事項

① 発行可能株式総数 ： 69,840,000株

② 発行済株式の総数 ： 21,635,439株

③ 株主数 ： 9,205名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本テクノ株式会社 7,049,280株 32.58％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,960,700株 9.06％

光通信株式会社 1,613,700株 7.46％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 590,600株 2.73％

株式会社エスアイエル 440,300株 2.04％

松井証券株式会社 324,300株 1.50％
ＲＢＣ  ＩＳＢ  ＬＵＸ  ＮＯＮ  ＲＥＳ／ＤＯＭ  Ｒ
ＡＴＥ－ＵＣＩＴＳ  ＣＬＩＥＮＴＳ  ＡＣＣＯＵＮ
Ｔ－ＭＩＧ

293,100株 1.35％

株式会社ＵＨ Ｐａｒｔｎｅｒｓ ２ 264,200株 1.22％
ＢＮＹＭ　ＡＳ　ＡＧＴ／ＣＬＴＳ　１０　ＰＥＲＣ
ＥＮＴ 244,900株 1.13％

ＪＰモルガン証券株式会社 221,202株 1.02％

株式の状況（2023年６月30日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）当社は、取締役（社外取締役を除く）に対する株式報酬制度「株式交付信託」を導入しており、株式会社
日本カストディ銀行（信託口）が保有する590,600株には「株式交付信託」の信託財産として保有する当社株式
が148,500株含まれております。
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会社役員の状況

３ 会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 島 﨑 知 格

専 務 取 締 役 長 澤 　 睦 技術統括部長兼環境エネルギー部長

常 務 取 締 役 小 池 久 士 管理部門管掌

取 締 役 藤 　 井 　 康 太 朗 電力事業部長

取 締 役 須 藤 博 株式会社エフバイオス 執行役員 山林事業部長

取 締 役 松 尾 康 行 株式会社エフバイオス 執行役員 新宮事業所長

取 締 役 皆 川 則 雄

取 締 役 佐 　 古 　 麻 衣 子

常 勤 監 査 役 矢 田 真 一

監 査 役 清 水 敏 生

監 査 役 望 月 英 仁 望月公認会計士事務所所長、望月税理士事務所所長

（１）会社役員の状況
　取締役及び監査役の状況（2023年６月30日現在）

（注）１. 取締役皆川則雄氏、取締役佐古麻衣子氏は、社外取締役であります。
２. 監査役清水敏生氏及び監査役望月英仁氏は、社外監査役であります。
３. 常勤監査役矢田真一氏は、これまでの社外取締役としての経験や、大手金融機関での職務により培わ

れた専門的知識を有しております。
監査役清水敏生氏は、経営管理分野での幅広い知見を有し、また監査役としての豊富な知識と経験を
有しております。
監査役望月英仁氏は、公認会計士・税理士として企業経営に精通しており、会計、税務に関する相当
程度の知見を有し、また監査役としての豊富な知識と経験を有しております。

４. 当社は取締役皆川則雄氏、取締役佐古麻衣子氏、監査役清水敏生氏及び監査役望月英仁氏を東京証券
取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

５. 当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。
2022年10月４日をもって、取締役　鈴木信一氏は辞任により退任いたしました。なお、退任時にお
ける重要な兼職は、幸橋法律事務所代表でありました。
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会社役員の状況

（２）責任限定契約に関する事項
　当社及び当社子会社の社外取締役並びに監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ
き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限
度額としております。
　また、2022年10月４日をもって社外取締役を辞任いたしました鈴木信一氏との間で同
様の契約を締結しておりました。

（３）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社及び当社子会社の取締役、監査役、執行役員（当事業
年度中に在任していた者を含む。）を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定
する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の執行に関し責任
を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある障害を
当該保険契約により保険会社が補填するものであり、１年毎に契約更新しております。
　なお、当該保険契約では、当社が当該役員に対して損害賠償責任を追及する場合は保険
契約の免責事項としており、また、補填する額について限度額を設けることにより、当該
役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じております。

（４）取締役及び監査役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社の取締役個人別の報酬等については、株主総会において決議された金額の範囲内で
代表取締役社長が各個別面談の上、経済情勢、当社の業績、各々の経営能力、貢献度、支
給実績等を総合的に考慮して当社役員に求められる役割と職責に相応しい報酬額を算定
し、取締役会において審議・決定する。取締役会は報酬額の妥当性、公平性、透明性を重
視して吟味、審査を行い報酬額の決定に関する監督を実施する。報酬等を与える時期又は
条件については、取締役会で決議するものとする。
　また、取締役の報酬等は月額固定報酬であり、賞与、業績連動型報酬、退職慰労金等の
報酬制度は採用しない。
　なお、当社の監査役の個人別の報酬等については、株主総会において決議された金額の
範囲内で監査役会において決定する。
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会社役員の状況

区　　分 員　　数
報 酬 等 の
総 額
(百万円）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額
（ 百 万 円 ）
基本報酬 非金融報

酬 等
取 締 役
（うち社外取締役）

10名
（３）

167
（6）

141
(6)

26
(－)

監 査 役
（うち社外監査役）

３名
（２）

19
（5）

19
(5) －

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

13名
（５）

187
（11）

161
(11)

26
(－)

② 非金銭報酬等に関する方針等
　当社は、2021年9月28日開催の第25回定時株主総会において、取締役の報酬と株式価
値との連動性をより明確にし、対象役員が株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と
共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを
目的として、取締役に対する株式報酬制度「株式交付信託」を導入することを決議しまし
た。
・株式報酬制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、
対象役員に対して、当社が定める株式交付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で
換算した金額相当の金銭が本信託を通じて給付される制度です。
・具体的には１事業年度あたり80,000ポイント（80,000株）を上限として、事業年度ご
とに各取締役に対し役位を勘案して定まる数のポイントが付与され、退任時に累積したポ
イント数に応じた当社株式及び時価換算した金額相当の金銭が給付されます。

③ 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 非金融報酬等の内容は当社株式であり、割当ての際の条件等は、「（４）取締役及び監査役の報酬

等」のとおりであります。
3. 取締役の報酬限度額は、2018年９月26日開催の定時株主総会において年額240百万円以内（うち、

社外取締役分は40百万円以内）と決議されております（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与
は含まない）。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、８名（うち、社外取締役は３名）です。ま
た、金銭報酬とは別枠で2021年９月28日に開催の第25回定時株主総会において株式報酬制度の導
入を決議いただいております。株式報酬の額は、対象事業年度で144百万円を上限とし、1事業年度
あたり80,000ポイント（1ポイント＝１株）を上限としております（社外取締役は付与対象外）。
当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は６名です。

4. 監査役の報酬限度額は、2018年９月26日開催の定時株主総会において年額40百万円以内と決議さ
れております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名です。
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会社役員の状況

氏 名 活 動 状 況

取締役 鈴 木 信 一
当事業年度において、2022年10月４日辞任までに開催された取締役会３回全て
に出席いたしました。弁護士としての専門的な見地及び他社監査役経験から、適
宜発言を行っておりました。

取締役 皆 川 則 雄

当事業年度に開催された取締役会12回全てに出席し、議案の審議及び事業運営に
関して発言を行っております。社外取締役として期待される役割に関して、当社
監査役及び他社取締役経験、並びに財務・経理分野の高い見識から、新規事業に
ついて助言・提言を行い、事業の適正性向上に貢献しています。また独立した立
場から取締役の職務執行を監督し、取締役会の意思決定の妥当性確保に寄与して
います。

取締役 佐　古　麻衣子

当事業年度に開催された取締役会12回全てに出席し、議案の審議及び事業運営に
関して発言を行っております。社外取締役として期待される役割に関して、弁護
士としての専門的知識・幅広い見識から、コンプライアンス体制の整備等につい
て提言を行い、取締役会の議論の活性化に貢献しております。また独立した立場
から取締役の職務執行を監督し、取締役会の意思決定の妥当性確保に寄与してお
ります。

監査役 清 水 敏 生
当事業年度に開催された取締役会12回及び監査役会13回に全て出席し、企業経営
者としての豊かな経験と深い見識に基づいて幅広い見地から監査を行い、取締役
会及び監査役会を含め、適切な機会に必要に応じて発言を行っております。

監査役 望 月 英 仁
当事業年度に開催された取締役会12回及び監査役会13回に全て出席し、公認会計
士としての専門的見地からはもとより、深い見識に基づいて高度な視野で監査を
行い、取締役会及び監査役会を含め、適切な機会に必要に応じて発言を行ってお
ります。

④ 当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

⑤ 社外役員が親会社及び子会社等から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。

（４）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

・取締役鈴木信一氏は、幸橋法律事務所の代表を兼職しております。なお、当社と幸橋法律事務
所との間に取引関係はありません。

・監査役望月英仁氏は、望月公認会計士事務所、望月税理士事務所の所長を兼職しております。
なお、当社と望月公認会計士事務所、望月税理士事務所との間に取引関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
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③ 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役並びに各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423
条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とし
ております。
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４ 会計監査人の状況

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 28百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 28百万円

（１）会計監査人の名称
東陽監査法人

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社の連結子会社で会計監査人と監査契約などを締結している会社はありません。
２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（３）会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
　当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、取締役、社内関連部署及び会計監査人からの必要資料の入手や報告の徴取を通じ
て、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積りの算
出根拠の妥当性を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１
項の同意を行っております。

（４）非監査業務の内容
　該当事項はありません。

（５）責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人東陽監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度
額としております。
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（６）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監
査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任するものといたします。当該解任を
した場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計
監査人を解任した旨とその理由を報告いたします。
　また、監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断
した場合は、監査役会の決定により、会計監査人の解任又は不再任の議案を株主総会に付議
いたします。

５ 業務の適正を確保するための体制
　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適
正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
　当社は会社法等の法令で求められる業務の適正性を確保するための体制を整備するための
「基本方針」を2006年５月15日開催の取締役会において決議しております。会社法の一部
を改正する法律（平成26年法律第90号）の施行により「基本方針」を2015年５月７日開
催の取締役会にて以下のとおり改定いたしました。当社グループの定める内部統制に関する
「基本方針」の概要及びその運用状況の概要は以下のとおりです。

Ⅰ. 内部統制に関する当社グループの取り組み
　当社グループは、本基本方針に従い、会社法及び会社法施行規則が定めるところの株式会
社の業務の適正を確保するための体制、金融商品取引法が定めるところの財務計算に関する
書類その他の情報の適正性を確保するための体制、その他企業価値の維持向上を図るための
体制（以下、総称して「内部統制システム」という）を整備する。
　当社グループは、代表取締役社長を中心として、取締役及び使用人（以下「役職員」とい
う）全員で内部統制を推進していくとともに、内部統制委員会を設置し、内部統制システム
が有効に機能するように努める。
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Ⅱ. 内部統制システムの整備に関する基本方針
（ⅰ）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 法令・定款及び社会規範（以下「法令等」という）を遵守した行動の基準とするた
め、関係部署の管理のもとで規則・規程等の整備・運用を図る。

② 法令等遵守に係る事項につき、関連規則・規程等の浸透を図り、役職員の啓蒙に努
める。

③ 法令等に照らし疑義のある行為等について使用人が直接情報提供を行う手段とし
て、ヘルプラインを設置・運営し、法令違反等の不正行為を早期に発見するととも
に、通報した使用人が、当該報告を行ったことを理由として、不利な取扱いを受け
ないようにする。

④ 当社グループは、企業の社会的責任を十分認識し、反社会的な勢力に対しては、組
織として毅然とした態度で臨み、不当要求を拒絶し、それらの勢力との取引や資金
提供などの一切の関係を遮断する。

（ⅱ）職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 取締役は、各々の業務執行又は意思決定における判断基準・判断理由を明確にする

ため、その職務執行に係る情報を記録する。当社グループは、法令等及び関連諸規
則に従い、所定の部署がこれを適切に保管し、取締役及び監査役の迅速な職務遂行
のために常時閲覧可能な体制を整える。

② 使用人の職務遂行に係る情報についても、法令等及び関連規則等に従い、取締役の
職務執行に係る情報と同様に取り扱うものとする。

③ 当社グループは、情報漏洩防止のため、社内情報の取扱い並びに文書及び電磁的記
録の保管方法を定め、セキュリティを万全なものとする。

④ 情報管理責任者及び関係部署は、連携して適時適切な情報開示に努める。

（ⅲ）損失の危険を管理する規程その他の体制
① 内部統制委員会は、リスクに関する規程に従い、当社グループ全体のリスクを網羅

的・総括的に管理する。
② 役職員は、有形無形を問わず、当社グループの資産の取得・使用・処分の各段階に

おけるフローを確立し、資産の保全に努める。
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（ⅳ）当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会は、業務執行取締役の管掌責任の明確化を図るため、各業務執行取締役の

管掌業務を定める。
② 業務執行取締役は、代表取締役社長諮問機関である経営会議を定期的に開催し、事
業活動の統合調整と業務執行の意思統一を図る。

③ 当社グループは、役職員の職務の執行の効率化を図るため、職務権限及び意思決定
ルールを策定し、各部署の業務分掌を明確にする。

（ⅴ）企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 子会社管理規程など関連規則等を制定し、グループ全体の状況を常時把握する部署

を当社内に設置して財産の状況及びその他の重要事項を取締役会に報告するなど、
子会社管理制度の確立を図る。

② 当社グループは、業務フロー、会計システム等を含め、連携して制度の統一化を図
る。

③ 当社グループの各監査役間の連携を図り、必要に応じて情報交換・意見交換を行
う。

④ 内部監査室は、当社グループの業務の執行状況について、定期的に監査を行う。

（ⅵ）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する
指示の実効性確保に関する事項
① 代表取締役は監査役会からの職務を補助すべき使用人設置の要求に対しては、監査

役会と監査の実効性の確保の観点から協議の上、使用人を配置する。
② 監査役を補助すべき使用人は専任とし、監査役の指揮命令のもと職務を遂行する。
③ 監査役を補助すべき使用人の任命・人事異動・人事考課等に関しては、監査役会の

事前の同意を得るものとする。

（ⅶ）当社グループの役職員が当社監査役会又は当社監査役への報告に関する体制
① 当社グループの役職員は、当社若しくは当社連結子会社に著しい損害を与える事実

又はその恐れの発生、法令違反等の不正行為、その他これらに準ずる事実又はその
恐れの発生について、当社監査役に遅滞なく報告をする。また、当社グループの役
職員からかかる報告を受けた者は、当該報告を受けた内容を当社監査役に遅滞なく
報告をする。
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② 監査役は、当社グループの役職員に対し、必要に応じた業務執行内容の報告、説明
又は資料提出等を求めることができる。

③ 内部監査室は、当社監査役に内部監査の結果を報告する。
④ 監査役への報告をした役職員が、当該報告を行ったことを理由として、不利な取扱

いを受けないようにする。

（ⅷ）監査役の職務の執行について生じる費用又は償還の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の執行について生じる合理的な費用の前払又は償還等の請求をした
ときは、速やかに当該費用又は債務を処理する。

（ⅸ）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は、定期的に開催される代表取締役社長との意見交換会、当社グループが保

有する設備の見学等により、当社グループの最新情報を取得することができる。
② 監査役は、当社グループの最新の状況を把握するために、定期的に社内会議に出席

し、また必要に応じて当社グループの役職員に意見交換及び情報提供を求めること
ができる。

③ 監査役は、その職務の遂行に必要な場合に、弁護士・公認会計士・税理士等の外部
専門家から意見を求めることができる。

（ⅹ）財務報告の信頼性を確保するための体制
① 当社グループは、有識者と連携の上、関係諸法令、関連諸規程及び一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に従い、会社の財政状態及び経営成績に関し真実の報
告を行う。

② 当社グループは、金融庁策定『財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準』等
に基づき、財務報告の信頼性を確保するために必要な事項を実施する。

　上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、2015年５月７日付当社取締
役会において決議した「内部統制基本方針」に基づき、関連諸規程の整備を実施しておりま
す。
　また、「内部統制基本方針」に規定されている内部統制委員会は代表取締役社長を委員長
として当事業年度において３回開催され、事業年度末には常勤監査役が出席の上、内部統制
システムが有効に機能していることの確認を行っております。
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（２）会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針につ
いては、特に定めておりません。

（３）剰余金の配当等の決定に関する基本方針
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を会社運営における重要課題の一つと認識しており
ます。安定配当の継続をベースとした上で、経営成績に応じた利益配分を行うことを基本指
針としております。
　この基本方針に基づき、当事業年度の期末配当金は、１株につき８円の配当を実施するこ
とといたしました。
　なお、内部留保資金につきましては、企業体質の強化及び将来の事業展開のための財源と
して利用していきたいと考えております。
　また、当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に
別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これ
は、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行う
ことを目的とするものです。
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連結貸借対照表 （2023年６月30日現在） （単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
Ⅰ.流動資産 7,598 Ⅰ.流動負債 5,036
現金及び預金 4,370 支払手形及び買掛金 1,287
売掛金 1,706 一年内返済予定長期借入金 2,186
貯蔵品 1,065 未払金 380
未収消費税 79 リース債務 7
繰延消費税 0 未払法人税等 358
その他 374 賞与引当金 43

Ⅱ.固定資産 38,120 メンテナンス費用引当金 560
１.有形固定資産 36,919 その他 212
建物及び構築物 11,309
機械装置及び運搬具 20,525 Ⅱ.  固定負債 22,491
工具、器具及び備品 87 長期借入金 22,168
土地 3,865 株式給付引当金 59
リース資産 5 繰延税金負債 263
立木 1,109
建設仮勘定 16 負債合計 27,528

２.無形固定資産 911 純 資 産 の 部
電気供給施設利用権 901 Ⅰ.  株主資本 18,190
その他 9 資本金 2,292

３.投資その他の資産 289 資本剰余金 1,292
繰延税金資産 91 利益剰余金 14,709
その他 197 自己株式 △104

純資産合計 18,190
資産合計 45,718 負債純資産合計 45,718

連結計算書類
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連結損益計算書 （自　2022年７月１日　至　2023年６月30日） （単位：百万円）

科　　目 金　　額
売上高 16,949
売上原価 14,658

売上総利益 2,290
販売費及び一般管理費 893

営業利益 1,397
営業外収益
受取利息 18
作業くず売却益 4
補助金収入 32
助成金収入 6
違約金収入 160
固定資産売却益 7
その他 18 247

営業外費用
支払利息 283
支払手数料 6
固定資産除却損 39
その他 29 357
経常利益 1,286
税金等調整前当期純利益 1,286
法人税、住民税及び事業税 418
法人税等調整額 43 462

当期純利益 824
親会社株主に帰属する当期純利益 824
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連結株主資本等変動計算書 （自　2022年７月１日　至　2023年６月30日） （単位：百万円）

株　　主　　資　　本
資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 純資産合計

当期首残高 2,292 1,292 14,058 △104 17,539 17,539
当期変動額
剰余金の配当 △173 △173 △173
親会社株主に帰属する
当期純利益 824 824 824

自己株式の取得 △0 △0 △0
自己株式の消却 △0 0 ― ―
株主資本以外の項目の
連結
会計年度中の変動額
（純額）

― ―

当期変動額合計 ― ― 650 ― 650 650
当期末残高 2,292 1,292 14,709 △104 18,190 18,190

－ 38 －



2023/08/23 11:57:34 / 23002161_株式会社エフオン_招集通知_電子提供措置用

貸借対照表

貸借対照表 （2023年６月30日現在） （単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

Ⅰ. 流動資産 6,345 Ⅰ. 流動負債 827
現金及び預金 1,292 買掛金 306
売掛金 3,139 一年内返済予定長期借入金 293
前払費用 34 未払金 36
関係会社短期貸付金 1,780 リース債務 7
未収入金 44 前受金 0
繰延消費税 0 未払費用 45
その他 54 未払法人税等 53

Ⅱ. 固定資産 6,302 預り金 5
１. 有形固定資産 159 賞与引当金 14
建物 72 メンテナンス費用引当金 62
機械及び装置 1 その他 2
工具、器具及び備品 17
リース資産 5 Ⅱ.  固定負債 1,216
車両運搬具 0 長期借入金 164
土地 56 関係会社長期借入金 1,000
建設仮勘定 5 株式給付引当金 52

２. 無形固定資産 8
ソフトウェア 7 負債合計 2,043
その他 1 純 資 産 の 部

３. 投資その他の資産 6,133 Ⅰ. 株主資本 10,603
関係会社株式 2,161 1.資本金 2,292
関係会社長期貸付金 3,730 2.資本剰余金 1,292
繰延税金資産 56 資本準備金 1,292
その他 186 3.利益剰余金 7,123

その他利益剰余金 7,123
繰越利益剰余金 7,123

4.自己株式 △104
純資産合計 10,603

資産合計 12,647 負債純資産合計 12,647

計算書類

－ 39 －
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損益計算書

損益計算書 （自　2022年７月１日　至　2023年６月30日） （単位：百万円）

科　　目 金　　額
売上高 1,837
売上原価 1,427

売上総利益 410
販売費及び一般管理費 406

営業利益 3
営業外収益
受取利息 16
受取配当金 396
その他 6 419

営業外費用
支払利息 17
その他 5 23
経常利益 400

税引前当期純利益 400
法人税、住民税及び事業税 118
法人税等調整額 △23 94
当期純利益 305

－ 40 －
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書 （自　2022年７月１日　至　2023年６月30日） （単位：百万円）

株　　主　　資　　本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式 株主資本合計
資本準備金

そ　の　他
利益剰余金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,292 1,292 6,990 △104 10,470 10,470
当期変動額

剰余金の配当 △173 △173 △173
当期純利益 305 305 305
自己株式の取得 △0 △0 △0
自己株式の消却 △0 0 ― ―
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ― ―

当期変動額合計 ― ― 132 － 132 132
当期末残高 2,292 1,292 7,123 △104 10,603 10,603

－ 41 －
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2023年８月10日

株式会社エフオン
取締役会　御中

東陽監査法人
　東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 桐 山 武 志

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 後 藤 秀 洋

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エフオンの2022年７月１日から2023年６月30日ま
での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社エフオン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

－ 42 －
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取
引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見
に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

－ 43 －
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個別会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2023年８月10日

株式会社エフオン
取締役会　御中

東陽監査法人
　東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 桐 山 武 志

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 後 藤 秀 洋

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エフオンの2022年７月１日から2023年６月
30日までの第27期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

－ 44 －
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個別会計監査報告

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会
計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2022年７月1日から2023年６月30日までの第27期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成
した監査報告書に基づき審議した結果を以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、当期の監査方針、監査計画、職務分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける

ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画、職務分担等に従い、取締役、内部監

査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施い
たしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告
を受け、子会社の本店や発電所の業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項
に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づいて整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年８月15日
株式会社エフオン　監査役会
常 勤 監 査 役 矢 田 真 一 ㊞
社 外 監 査 役 清 水 敏 生 ㊞
社 外 監 査 役 望 月 英 仁 ㊞

　

監査役会の監査報告書　謄本

以　上
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裏表紙(5C)

株主総会会場ご案内図 ▶「東京駅」徒歩５分

▶「銀座一丁目駅」徒歩２分

▶「京橋駅」直結
▶「有楽町駅」徒歩６分

▶「宝町駅」徒歩２分
　

会 場
　
東京都中央区京橋三丁目１番１号
東京コンベンションホール
(東京スクエアガーデン 5階)

TEL
　03-5542-1995

N

至 日本橋

至 上野
至 品川

至 銀座

至 月島 至 八丁堀

至 永田町

至 東銀座

至 日本橋

インフォス
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新京橋出口
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東 京 駅

 有楽町駅
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東京メトロ
丸ノ内線

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


